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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株予約権の発行等がなく潜在株式がないため記載してお

りません。 

３．連結子会社である株式会社毎日クリエイトを平成16年９月１日付で吸収合併し、平成16年10月期末では連結子会社が存

在していないため平成16年10月31日現在の連結貸借対照表は作成しておりません。このため、連結経営指標等の一部に

ついては記載しておりません。また、第28期以降については、（中間）連結財務諸表を作成していないため、連結経営

指標等は記載しておりません。 

  

回次 第27期中 第28期中 第29期中 第27期 第28期 

会計期間 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
４月30日 

自平成16年
11月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成17年
11月１日 
至平成18年 
４月30日 

自平成15年
11月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成16年 
11月１日 
至平成17年 
10月31日 

売上高（千円） 1,547,506 － － 2,664,665 －

経常利益（千円） 399,520 － － 544,706 －

中間（当期）純利益（千円） 134,349 － － 164,563 －

純資産額（千円） 2,336,740 － － － －

総資産額（千円） 3,280,832 － － － －

１株当たり純資産額（円） 666.59 － － － －

１株当たり中間（当期）純利
益（円） 

37.71 － － 40.34 －

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 71.2 － － － －

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

11,441 － － 346,375 －

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

144,580 － － 129,402 －

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△214,711 － － △275,148 －

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（千円） 

1,139,640 － － 1,398,958 －

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］
（人） 

109 
[21] 

－
[－] 

－
[－] 

－ 
[－] 

－
[－] 



（2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株予約権の発行等がなく潜在株式がないため記載してお

りません。 

３. 第27期以前については、連結財務諸表を作成していたため、また、第28期中以降については、関係会社がないため、持

分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

４．（中間）キャッシュ・フロー計算書を第28期中より作成しているため、第27期中及び第27期の営業活動によるキャッ

シュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高は記載しておりません。 

回次 第27期中 第28期中 第29期中 第27期 第28期 

会計期間 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
４月30日 

自平成16年
11月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成17年
11月１日 
至平成18年 
４月30日 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成16年 
11月１日 
至平成17年 
10月31日 

売上高（千円） 1,547,506 2,093,784 2,582,776 2,664,665 3,625,346

経常利益（千円） 396,781 608,335 831,182 541,292 822,054

中間（当期）純利益（千円） 202,302 326,543 504,301 280,535 476,281

持分法を適用した場合の投資利
益（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 419,400 419,400 1,500,000 419,400 1,500,000

発行済株式総数（千株） 3,640 3,640 7,780 3,640 3,890

純資産額（千円） 2,331,282 2,683,421 5,872,161 2,399,804 5,407,682

総資産額（千円） 3,275,081 3,598,439 6,895,314 3,264,908 6,348,190

１株当たり純資産額（円） 665.04 765.49 754.78 678.31 1,383.85

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

56.78 93.15 64.82 73.16 127.12

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

4.00 5.00 5.00 10.00 10.00

自己資本比率（％） 71.2 74.6 85.2 73.5 85.2

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー（千円） 

－ 264,815 338,750 － 661,947

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー（千円） 

－ △125,658 △164,665 － △1,013,259

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー（千円） 

－ △200,933 △19,732 － 2,364,558

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高（千円） 

－ 1,337,182 3,566,556 － 3,412,205

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］
（人） 

109 
[21] 

124
[24] 

162
[21] 

99 
[23] 

129
[24] 



５．平成17年12月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

当該株式分割を第27期期首に行われたものと仮定した場合の１株当たり指標は次のとおりであります。 

  

２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、関係会社の異動はなく、関係会社はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）1.従業員数は就業人員であり、［ ］は外書きでパート・嘱託社員・契約社員を示しております。 

    2.前期末に比して従業員数が33名増加しているのは、主に新卒者の定期採用等によるものであります。 

  

(2）労働組合の状況 

 当社は労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

回次 第27期中 第28期中 第27期 第28期 

会計期間 

自平成15年 
11月１日 
至平成16年 
４月30日 

自平成16年
11月１日 
至平成17年 
４月30日 

自平成15年
11月１日 
至平成16年 
10月31日 

自平成16年 
11月１日 
至平成17年 
10月31日 

１株当たり純資産額（円） 332.52 382.74 339.15 691.92 

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

28.39 46.58 36.58 63.56 

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

2.00 2.50 5.00 5.00 

  平成18年4月30日現在

従業員数（人） 162［21］ 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、一部に長期化する原油価格の高騰等の懸念材料が存在したものの、大手企業を中心

とした幅広い業種における企業収益の改善が顕著となりました。これらを背景に、設備投資の増加や雇用情勢・所得環境の改

善による個人消費の回復など、全体的に緩やかながらも堅調に推移しました。 

このような環境のもと、わが国においては人口が純減に転じ、少子化問題がいよいよ顕在化してきたことに加え、団塊世代

の大量定年退職問題であるいわゆる「2007年問題」が各企業においても喫緊の問題として捉えられ、新卒採用や若手社会人を

ターゲットとした中途採用を積極化させる企業が急速に増加し、人材採用関連市場はバブル期を彷彿とさせる活況を呈してお

ります。同業他社との競合も激化する中において当社は、「就職博」を筆頭に強いアドバンテージを有する新卒採用関連商品

の販売強化に加え、第2新卒をターゲットにした中途採用商品「Re就活」の販売体制強化に向けて営業資本を集中的に投下する

など、市場ニーズを的確に捉えた積極的な事業展開を行いました。その結果、当中間会計期間における売上高は2,582百万円

（前年同期比23.4％増）、経常利益は831百万円（前年同期比36.6％増）、中間純利益は504百万円（前年同期比54.4％増）と

増収増益となりました。 

  

 なお、事業部門別の業績は、以下のとおりであります。 

  

Ａ）就職情報事業 

 当中間会計期間における事業環境は、平成18年3月期の上場企業業績が四期連続の経常増益となるなど、業績が好調に推

移したことと、少子化の進展に伴う18歳人口の減少及び団塊世代の大量定年退職問題による労働力人口の大幅減少という

問題が身近に迫り、各企業が人材確保へと走り始めたことなどが主因となり、前期に引き続き活況の中で推移しました。

中でも当社の主戦場である大卒新卒者向け求人市場の状況は、平成19年3月卒の大卒採用計画が、前年度比20.9％増（平成

18年4月26日付日本経済新聞「2007年度採用計画調査（最終集計）」と4年連続で前年度を上回り特に主要43業種のうち39

業種で採用数が増加するなど、大卒採用ニーズのすそ野が一段と広がっていることが鮮明になりました。その結果、他社

よりも優位に採用活動を進め、一人でも多く優秀な学生を確保したいとの思惑から、早期から活動を開始する企業の割合

が増加し、特に12月から3月にかけての採用戦線は、日を追うごとに過熱感が高まりました。その結果、当社主力商品であ

る合同企業説明会「就職博」への参加企業並びにインターネット就職情報サイト「学情ナビ」への情報掲載企業が増加

し、売上高で「就職博」が前年同期比40.6％増、「学情ナビ」が前年同期比36.0％増となるなど順調に業績を伸ばしまし

た。また、中途採用向けの戦略商品として前期より投入しました第2新卒・若手社会人・フリーターに対象を絞った第2新

卒専門就職サイト“Ｒｅ就活”の売上は、市場ニーズと合致した結果、前年同期の2.3倍になるなど業績に大きく寄与しま

した。その結果、当中間会計期間における就職情報事業全体の売上高は、2,333百万円（前年同期比26.6％増）となりまし

た。 

  

Ｂ）広告事業 

当中間会計期間におけるわが国の広告業界は、企業業績の好調を受け、平成17年10－12月の売上高では前年同期比3.0％

増、平成18年1－3月では前年同期並み（いずれも「特定サービス産業動態統計」広告業 経済産業省）と前年の成長軌道を

持続しました。そのような中、当社におきましては、当期の営業方針として企業の人材採用意欲が過熱しつつある機会を

捉え、より採算性を重視し利益率の高い就職情報事業に注力しました結果、当中間会計期間における広告事業の売上高

は、249百万円と前年同期比横ばいとなりました。 

  

  （注） 上記売上高には消費税等は含まれておりません。 



(2)キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、営業活動により資金が338百万円増加し、投資活動に

よる資金の減少164百万円、財務活動における資金の減少19百万円があったものの、前事業年度末に比べて154百万円の増加とな

り、当中間会計期間末残高は3,566百万円となりました。 

  

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    堅調な業績に伴う税引前中間純利益の増加等により、営業活動の結果、増加した資金は338百万円（前年同期比27.9％増）と

なりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    有形、無形固定資産の取得による支出63百万円及び投資有価証券の取得による支出101百万円等により、投資活動の結果、減

少した資金は164百万円（前年同期比31.0％増）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   配当による支出19百万円により、財務活動の結果、減少した資金は19百万円（前年同期比90.2％減）となりました。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)販売実績 

 当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．販売実績が総販売実績の10％以上の相手先はありません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに発生したものはありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  

事業部門別 

当中間会計期間   

（自 平成17年11月１日
至 平成18年４月30日） 

前年同期比（％） 

就職情報事業（千円） 2,333,061 126.6 

  新卒採用集合品（千円） 1,416,854 131.8 

  新卒採用個別品（千円） 550,200 100.6 

  中途採用商品（千円） 366,007 165.2 

広告事業（千円） 249,715 99.7 

合計（千円） 2,582,776 123.4 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について重要な変更はありません。また、新た

に確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）株式分割（1：2）によるものであります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 25,120,000 

計 25,120,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年4月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年7月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,780,000 7,780,000
東京証券取引所
（市場第二部） 

ジャスダック証券取引所 
－ 

計 7,780,000 7,780,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年12月20日 
（注） 

3,890,000 7,780,000 － 1,500,000 － 817,100



(4）【大株主の状況】 

  

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

    平成18年4月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合(％） 

中井 清和 大阪府堺市 1,721 22.13 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－11－３ 666 8.57 

北野 明子 大阪府八尾市 520 6.68 

茶野 光史 大阪府池田市 467 6.01 

学情社員持株会 大阪市北区 417 5.37 

茶野 直美 大阪府池田市 410 5.28 

北野 信雄 大阪府八尾市 378 4.86 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11 352 4.53 

ビーエヌピー パリバ セキュ
リティーズ サービス ロンド
ン／ジャスデック／ユーケー 
レジィデンツ 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店カストディ業務部） 

10 HAREWOOD AVENUE,NW1 6AA LONDON
  
  
（東京都中央区日本橋３－11－１） 

340 4.37 

ビービーエイチ フォー フイ
デリテイージャパン スモール 
カンパニー フアンド 
（常任代理人 株式会社三菱東
京UFJ銀行カストディ業務部） 

40 WATER STREET,BOSTON MA 02109 
U.S.A 
  
（東京都千代田区丸の内１－４－５） 

290 3.73 

計 － 5,565 71.53 

  平成18年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,780,000 77,800 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 7,780,000 － － 

総株主の議決権 － 77,800 － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 (1)新任役員 

該当事項はありません。 

 (2)退任役員 

該当事項はありません。 

 (3)役職の異動 

  

月別 平成17年11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 

最高（円） 4,180 4,500 4,650 4,450 4,550 4,910 

最低（円） 3,630 3,690 3,690 3,440 3,610 4,360 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

専務取締役 
管理部、学校企画部
業務部、企画制作部 
企画部担当 

専務取締役 
管理部、業務部
兼東京本部担当 

茶野光史 平成18年5月15日

常務取締役 監査室長 常務取締役 企画制作部担当 北野信雄 平成18年5月15日

取 締 役 Re就活事業部担当 取 締 役 監査室長 原田 守 平成18年5月15日



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第3号。以下「中間財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年11月1日から平成17年4月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書きにより、改正前の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年11月１日から平成17年４月30日まで）及び当中

間会計期間（平成17年11月１日から平成18年４月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受け

ております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年４月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金 ※２ 1,413,547  4,451,936 4,288,571  

２．受取手形   12,494  21,373 10,679  

３．売掛金   539,851  564,094 241,998  

４．繰延税金資産   44,627  58,478 73,122  

５．その他   58,716  60,093 95,393  

６．貸倒引当金   △600  △4,742 △1,727  

流動資産合計    2,068,638 57.5 5,151,233 74.7  4,708,036 74.2

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物   572,506  545,933 559,122  

(2）構築物   4,063  3,486 3,752  

(3）機械及び装置   2,261  1,940 2,088  

(4）土地   542,897  542,897 542,897  

(5）その他   10,403  30,833 16,392  

計   1,132,131  1,125,090 1,124,253  

２．無形固定資産   51,109  61,854 61,532  

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   112,908  288,035 179,826  

(2）繰延税金資産   143,273  142,462 143,375  

(3）その他   96,878  133,139 137,667  

(4）貸倒引当金   △6,500  △6,500 △6,500  

計   346,560  557,137 454,368  

固定資産合計    1,529,800 42.5 1,744,081 25.3  1,640,154 25.8

資産合計    3,598,439 100.0 6,895,314 100.0  6,348,190 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年４月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   119,927  148,520 86,198  

２．未払法人税等   303,990  330,608 277,889  

３．賞与引当金   52,972  65,708 91,895  

４．その他 ※４ 99,466  137,826 151,056  

流動負債合計    576,356 16.0 682,663 9.9  607,038 9.6

Ⅱ 固定負債       

１．退職給付引当金   14,363  － 1,153  

２．役員退職慰労引当金   303,634  319,677 311,655  

３．その他   20,662  20,812 20,662  

固定負債合計    338,660 9.4 340,489 4.9  333,470 5.2

負債合計    915,017 25.4 1,023,153 14.8  940,508 14.8

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    419,400 11.7 1,500,000 21.8  1,500,000 23.6

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   207,400  817,100 817,100  

２．その他資本剰余金       

（1）自己株式処分差益   －  844,226 844,226  

資本剰余金合計    207,400 5.8 1,661,326 24.1  1,661,326 26.2

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   8,455  8,455 8,455  

２．任意積立金       

（1）別途積立金   1,400,000  1,800,000 1,400,000  

３．中間（当期）未処分
利益 

  712,711  905,273 844,921  

利益剰余金合計    2,121,166 58.9 2,713,728 39.3  2,253,377 35.5

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

   610 0.0 △2,893 △0.0  △7,021 △0.1

Ⅴ 自己株式    △65,154 △1.8 － －  － －

資本合計    2,683,421 74.6 5,872,161 85.2  5,407,682 85.2

負債及び資本合計    3,598,439 100.0 6,895,314 100.0  6,348,190 100.0

              



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日 

当中間会計期間
自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日 

前事業年度の要約損益計算書
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    2,093,784 100.0 2,582,776 100.0  3,625,346 100.0

Ⅱ 売上原価    978,948 46.8 1,097,332 42.5  1,618,338 44.7

売上総利益    1,114,835 53.2 1,485,443 57.5  2,007,008 55.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    523,602 25.0 673,468 26.1  1,211,572 33.4

営業利益    591,233 28.2 811,975 31.4  795,435 21.9

Ⅳ 営業外収益 ※３  26,715 1.3 29,078 1.1  58,772 1.6

Ⅴ 営業外費用 ※４  9,613 0.4 9,871 0.3  32,153 0.8

経常利益    608,335 29.1 831,182 32.2  822,054 22.7

Ⅵ 特別損失    － － － －  14,077 0.4

税引前中間（当期）
純利益 

   608,335 29.1 831,182 32.2  807,977 22.3

法人税、住民税及び
事業税 

  295,280  314,146 368,563  

法人税等調整額   △13,488 281,791 13.5 12,734 326,881 12.7 △36,868 331,695 9.2

中間（当期）純利益    326,543 15.6 504,301 19.5  476,281 13.1

前期繰越利益    386,167 400,971  386,167 

中間配当額    － －  17,527 

中間（当期）未処分
利益 

   712,711 905,273  844,921 

              



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   

 
前中間会計期間 
自平成16年11月１日 
至平成17年４月30日 

当中間会計期間 
自平成17年11月１日 
至平成18年４月30日 

前事業年度の要約キャッ 
シュ・フロー計算書 
自平成16年11月１日 
至平成17年10月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 

税引前中間（当期）純利益  608,335 831,182 807,977 

減価償却費  27,933 27,771 57,267 

賞与引当金の増減額  3,732 △ 26,187 42,655 

退職給付引当金の増減額  29 △ 4,425 △ 13,181 

役員退職慰労引当金の増加額  13,444 8,022 21,465 

受取利息及び受取配当金  △ 268 △ 1,693 △ 740 

支払利息  370 － 370 

新株発行費  － 2,827 16,662 

売上債権の増加額  △ 318,560 △ 332,789 △ 17,764 

仕入債務の増加額  41,973 62,322 8,243 

その他  37,023 27,261 △4,369 

小計  414,012 594,290 918,586 

利息及び配当金の受取額  284 1,139 613 

利息の支払額  △ 33 － △ 33 

法人税等の支払額  △ 149,448 △ 256,679 △ 257,219 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 264,815 338,750 661,947 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 

定期預金の預入による支出  △ 68,904 － △ 889,591 

定期預金の払出による収入  68,886 － 89,571 

有形固定資産の取得による 
支出 

 △ 3,372 △ 29,080 △ 6,870 

無形固定資産の取得による 
支出 

 △ 9,830 △ 34,892 △ 14,784 

投資有価証券の取得による 
支出 

 △ 105,790 △101,743 △ 186,295 

その他  △ 6,647 1,050 △ 5,290 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

 △ 125,658 △ 164,665 △ 1,013,259 



  

  

  次へ 

   

 
前中間会計期間 
自平成16年11月１日 
至平成17年４月30日 

当中間会計期間 
自平成17年11月１日 
至平成18年４月30日 

前事業年度の要約キャッ 
シュ・フロー計算書 
自平成16年11月１日 
至平成17年10月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 

短期借入金の減少額  △ 150,000 － △ 150,000 

長期借入金の返済による支出  △ 29,900 － △ 29,900 

株式の発行による収入  － － 1,673,637 

自己株式の処分による収入  － － 909,381 

配当金の支払額  △ 21,033 △ 19,732 △ 38,560 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

 △ 200,933 △ 19,732 2,364,558 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △ 61,775 154,351 2,013,246 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 1,398,958 3,412,205 1,398,958 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

 1,337,182 3,566,556 3,412,205 

   



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日 

当中間会計期間
自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日 

前事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

１．有価証券の評価基準

及び評価方法 

・その他有価証券 ・その他有価証券 ・その他有価証券 

① 時価のあるもの ① 時価のあるもの ① 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

  

同左 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  ② 時価のないもの ② 時価のないもの ② 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却

の方法 

  

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（付属設備を除

く）については、定額法を採用

しております。なお、建物の主

な耐用年数は15～38年でありま

す。 

  

同左 

  

  

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

  

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

同左 

３. 繰延資産の処理方法   新株発行費 新株発行費 

  

  

       － 支出時に全額費用処理してお

ります。 

同左 

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

  

  

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

同左 

  

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

  

  (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 (2)賞与引当金 

   従業員の賞与支給に充てるた

め、当中間期に負担すべき支給

見込額を計上しております。 

  

同左 

  

 従業員の賞与支給に充てるた

め、当期に負担すべき支給見込

額を計上しております。 

  (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当中間期末における退職給

付債務見込額及び年金資産残高

に基づき、当中間期末に発生し

ていると見込まれる額を計上し

ております。 

  

同左 

  

  

  

  

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務見込額及び年金資産残高に基

づき、当期末に発生していると

見込まれる額を計上しておりま

す。 

  (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

  

同左 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日 

当中間会計期間
自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日 

前事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

  

同左 

  

同左 

６．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

  

同左 

  

同左 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため 

の基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日 

当中間会計期間
自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日 

前事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

－ （固定資産の減損に係る会計基準） － 
   当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

  

 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

前中間会計期間末 
（平成17年４月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年４月30日） 

前事業年度末 
（平成17年10月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

105,507千円 143,503千円 123,259千円 

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 
  

定期預金 1,800千円
  

定期預金 1,500千円 定期預金 1,800千円

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 
  

買掛金 1,231千円
  

買掛金 2,057千円 買掛金 2,083千円

なお、上記の他、定期預金4,160千円 

を当座貸越等の銀行取引に伴う保証金と

して担保に供しております。 

  なお、上記の他、定期預金4,161千円

を当座貸越等の銀行取引に伴う保証金と

して担保に供しております。 

 ３ 偶発債務 ３       ―  ３        ― 

 受取手形裏書譲渡高     

5,843千円   

※４ 仮払消費税及び仮受消費税は相殺の

上、流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

※４       同左 ※４        ― 



（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日 

当中間会計期間
自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日 

前事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

１ 就職情報事業において、企業の新規学卒

者採用活動が活発な時期に売上高が計上さ

れる傾向にあるため、当社の上期の業績と

下期の業績には季節的な変動があります。

前事業年度下期及び当中間期の売上高は次

のとおりであります。 

１ 就職情報事業において、企業の新規学卒

者採用活動が活発な時期に売上高が計上

される傾向にあるため、当社の上期の業

績と下期の業績には季節的な変動があり

ます。前事業年度下期及び当中間期の売

上高は次のとおりであります。 

１       ― 

  
前事業年度下期 1,117,159千円

当中間期 2,093,784千円

  
前事業年度下期 1,531,562千円

当中間期 2,582,776千円

２ 減価償却実施額 ２ 減価償却実施額 ２ 減価償却実施額 
  
有形固定資産 17,103千円

無形固定資産 10,830千円

  
有形固定資産 20,242千円

無形固定資産 7,528千円

有形固定資産 34,856千円

無形固定資産 22,411千円

※３ 営業外収益の主なもの ※３ 営業外収益の主なもの ※３ 営業外収益の主なもの 
  
受取家賃 25,337千円

  
受取家賃 25,741千円 受取家賃 51,258千円

※４ 営業外費用の主なもの ※４ 営業外費用の主なもの ※４ 営業外費用の主なもの 
  
支払利息 370千円

賃貸資産原価 9,243千円

  
新株発行費 2,827千円

賃貸資産原価 6,874千円

新株発行費 16,662千円

賃貸資産原価 15,120千円

前中間会計期間 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日 

当中間会計期間
自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日 

前事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係 

        （平成17年４月30日現在）         （平成18年４月30日現在）         （平成17年10月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 1,413,547千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△76,365千円

現金及び現金同等物 1,337,182千円

  
現金及び預金勘定 4,451,936千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△885,380千円

現金及び現金同等物 3,566,556千円

現金及び預金勘定 4,288,571千円

預入期間が３ヶ月を超え
る定期預金 

△876,366千円

現金及び現金同等物 3,412,205千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日 

当中間会計期間
自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日 

前事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相額 

 重要性のあるリース取引はありませんの

で、記載を省略しております。 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
  
  有形固定資産その他

取得価額相当額 16,806千円

減価償却累計額相当額 15,685千円

中間期末残高相当額 1,120千円

  当事業年度において、重要性のあるリー

ス取引はなくなりましたので、該当事項は

ありません。 

(注)取得価額相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

    

２．未経過リース料中間期末残高相当額   ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 1,120千円

１年超 －千円

合計 1,120千円

  当事業年度において、重要性のあるリー

ス取引はなくなりましたので、該当事項は

ありません。 

(注)未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

    

３．支払リース料及び減価償却費相当額   ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 1,680千円

減価償却費相当額 1,680千円

  支払リース料 2,801千円

減価償却費相当額 2,801千円

４．減価償却費相当額の算定方法   ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年４月30日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間会計期間末（平成18年４月30日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

前事業年度末（平成17年10月31日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 2,082 3,603 1,520 

(2)債券 105,332 104,840 △492 

(3)その他 － － － 

合計 107,415 108,443 1,027 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 4,465 

  取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 82,671 82,713 42 

(2)債券 205,768 200,856 △4,912 

(3)その他 － － － 

合計 288,439 283,569 △4,870 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 4,465 

  取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

(1)株式 82,589 71,450 △ 11,138 

(2)債券 104,592 103,910 △ 682 

(3)その他 － － － 

合計 187,181 175,360 △ 11,820 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 4,465 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成16年11月１日 至平成17年４月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自平成17年11月１日 至平成18年４月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成16年11月１日 至平成17年４月30日） 

 持分法を適用する関連会社がないため記載しておりません。 

当中間会計期間（自平成17年11月１日 至平成18年４月30日） 

 持分法を適用する関連会社がないため記載しておりません。 

前事業年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

持分法を適用する関連会社がないため記載しておりません。 

  

（１株当たり情報） 

  

前中間会計期間 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日 

当中間会計期間
自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日 

前事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

  
１株当たり純資産額 765円49銭

１株当たり中間純利益 93円15銭

  
１株当たり純資産額 754円78銭

１株当たり中間純利益 64円82銭

１株当たり純資産額 1,383円85銭

１株当たり当期純利益 127円12銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、新株予約権の発行等がな

く潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、新株予約権の発行等がな

く潜在株式がないため記載しておりません。 

また、当社は、平成17年12月20日付で株式

１株につき２株の株式分割を行っておりま

す。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、

それぞれ以下のとおりとなります。 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、新株予約権の発行等がな

く潜在株式がないため記載しておりません。 

  
  

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産

額 

１株当たり純資産

額 

382円74銭 691円92銭 

１株当たり中間純

利益 

１株当たり当期純

利益 

46円58銭 63円56銭 

  



 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

  

  

  

  
前中間会計期間 

自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日 

前事業年度 
自 平成16年11月１日
至 平成17年10月31日

中間（当期）純利益（千円） 326,543 504,301 476,281 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 24,500 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） （24,500） 

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 326,543 504,301 451,781 

期中平均株式数（株） 3,505,500 7,780,000 3,553,958 

前中間会計期間 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年４月30日 

当中間会計期間
自 平成17年11月１日 
至 平成18年４月30日 

前事業年度 
自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日 

－ － 

平成17年8月8日開催の当社取締役会の決議

に基づき、次のように株式分割による新株

式を発行しております。 

 1.平成17年12月20日付をもって普通株式1

株につき2株に分割します。 

（1）分割により増加する株式数 

   普通株式   3,890,000株 

(2) 分割方法 

   平成17年10月31日最終の株主名簿及

び実質株主名簿に記載された株主の

所有株式数を、1株につき2株の割合

をもって分割します。 

 2.配当起算日 

   平成17年11月1日 

  

当該株式分割が前期首に行われたと仮定し

た場合の前事業年度及び当事業年度におけ

る1株当たりの情報はそれぞれ以下のとお

りになります。 
  

  
  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産

額 

１株当たり純資産

額 

339円15銭 691円92銭 

１株当たり当期純

利益 

１株当たり当期純

利益 

36円58銭 

  

63円56銭 



(2）【その他】 

 平成18年6月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（注）平成18年4月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

  

  （イ）中間配当による配当金の総額 38,900,000円

  （ロ）１株当たりの金額 5円00銭

  （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成18年7月10日



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類    （第28期） 自平成16年11月１日 

至平成17年10月31日 平成18年１月27日近畿財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

      平成17年７月27日 

株式会社学情       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 髙木 將雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 辻内  章   印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

株式会社学情の平成16年11月１日から平成17年10月31日までの第28期事業年度の中間会計期間（平成16年11月１日か

ら平成17年４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社学情の平成17年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年11月

１日から平成17年４月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

      平成18年７月24日 

株式会社学情       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 髙木 將雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 和田 稔郎  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

株式会社学情の平成17年11月１日から平成18年10月31日までの第29期事業年度の中間会計期間（平成17年11月１日か

ら平成18年４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社学情の平成18年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年11月

１日から平成18年４月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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